
【2020年改定版】デジタル・ガバメント実行計画の概要
デジタルの活用により、一人一人のニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会 ～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～
デジタル庁設置を見据えた「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」を踏まえ、国・地方デジタル化指針を盛り込む等デジタル・ガバメントの取組を加速

サービスデザイン・業務改革（BPR）の徹底サービスデザイン・業務改革（BPR）の徹底

行政手続のデジタル化、ワンストップサービス推進等行政手続のデジタル化、ワンストップサービス推進等
書面・押印・対面の見直しに伴い、行政手続のオンライン化を推進
登記事項証明書（情報連携開始済）、戸籍（令和5年度以降）等について、
行政機関間の情報連携により、順次、各手続における添付書類の省略を実現
子育て、介護、引越し、死亡・相続、企業が行う従業員の社会保険・税及び法
人設立に関する手続についてワンストップサービスを推進
法人デジタルプラットフォームの機能拡充による法人等の手続の利便性向上

デジタル・ガバメント実現のための基盤の整備デジタル・ガバメント実現のための基盤の整備（上記指針以外）
政府全体で共通利用するシステム、基盤、機能等（デジタルインフラ）の整備
クラウドサービスの利用の検討の徹底、セキュリティ評価制度（ISMAP）の推進
情報セキュリティ対策の徹底・個人情報の保護、業務継続性の確保
新たなデータ戦略に基づき、ベースレジストリ（法人、土地等に関する基本デー
タ）の整備、プラットフォームとしての行政の構築、行政保有データのオープン化の
強化等を推進

デジタル庁の設置も見据え、全ての政府情報システムについて、予算要求前から
執行までの各段階における一元的なプロジェクト管理を強化
政府情報システムの効率化、高度化等のため、情報システム関係予算の一括計
上の対象範囲を拡大（全システム関係予算のデジタル庁一括計上を検討）
機動的・効率的・効果的なシステム整備のため、契約締結前に複数事業者と提
案内容について技術的対話を可能とする新たな調達・契約方法の試行
政府情報システムの運用等経費、整備経費のうちシステム改修に係る経費を令
和７年度までに３割削減を目指す（令和2年度比）
外部の高度専門人材活用の仕組み、公務員試験によるIT人材採用の仕組み
を早期に導入

一元的なプロジェクト管理の強化等一元的なプロジェクト管理の強化等

地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進

デジタルデバイド対策・広報等の実施デジタルデバイド対策・広報等の実施
身近なところで相談を受けるデジタル活用支援員の仕組みを本格的に実施
SNS・動画等による分かりやすい広報・国民参加型イベントの実施

※本計画は、デジタル手続法に基づく情報システム整備計画として位置付けることとする。

自治体の業務システムの標準化・共通化を加速（国が財源面を含め支援）
マイナポータルの活用等により地方公共団体の行政手続（条例・規則に基づく
行政手続を含む）のオンライン化を推進
「自治体DX推進計画」に基づき自治体の取組を支援
クラウドサービスの利用、AI・RPA等による業務効率化を推進
「地域情報化アドバイザー」の活用等によるデジタル人材の確保・育成

国・地方デジタル化指針国・地方デジタル化指針

利用者のニーズから出発する、エンドツーエンドで考える等のサービス設計12箇条
に基づく、「すぐ使えて」、「簡単」で、「便利」な行政サービス
利用者にとって、行政のあらゆるサービスが最初から最後までデジタルで完結される
行政サービスの100％デジタル化の実現
業務改革（BPR）を徹底し、利用者の違いや現場業務の詳細まで把握・分析

「マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ報告（工
程表含む）」に基づき推進
国・地方の情報システムの共通基盤となる「(仮称)Gov-Cloud」の仕組みの整備
ワンス・オンリー実現のための社会保障・税・災害の３分野以外における情報連携や
プッシュ通知の検討、情報連携に係るアーキテクチャの抜本的見直し
国・地方のネットワーク構造の抜本的見直し（高速・安価・大容量に）
自治体の業務システムの標準化・共通化・「(仮称)Gov-Cloud」活用
強力な司令塔となるデジタル庁設置、J-LISを国・地方が共同で管理する法人へ転換
公金受取口座を登録する仕組み、預貯金付番を円滑に進める仕組みの創設
マイナンバーカード機能をスマートフォンに搭載、電子証明書の暗証番号の再設定等を
郵便局においても可能に、未取得者への二次元コード付きカード交付申請書の送付、
各種カードとの一体化（運転免許証、在留カード、各種の国家資格等）
マイナポータルのUX・UI改善（全自治体接続等）、情報ハブ機能の強化
個人情報保護法制の見直し（法律等の一元化、民間事業者等の負担軽減）
戸籍における読み仮名の法制化（カードへのローマ字表記､システム処理の迅速化）
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